
東京の未来を見据え、子育て・環境・デジタルなど新たな取り組みを加速します。
都民ファーストの会東京都議団の提案を反映した、総額16兆円の令和5年度予算案が編成されました。

仕事や家庭と子育てを両立できる社会へ、東京都からチルドレンファーストを実現していきます。

都民ファーストの会東京都議団が小池都知事に提案して実現少子化対策に本気の政策

すべての子どもに月5,000円給付
令和5年度スタートを実現へ!!

所得に関わらずすべての子育て家庭に児童手当相当の支援を小池都知事に重点政策として要望

東京の
子育ての
課題

●国の支援策には所得制限がある
●東京は家賃・物価・教育費がすべて全国1位
➡希望する数の子どもが持てない

国の対策が十分に行われてこなかった「失われた20年間」において、日本の給与収入は横ばい
である一方で教育費など子育て支出は増え続けています。国の根幹を揺るがす少子化に関し
て、社会全体で子育て負担（金銭面、働き方、家事負担等）を軽減しなければなりません。

出産応援事業1
都民ファーストの会東京都議団が提案
して一昨年実現した「出産応援事業」を
継続・充実させます。

第２子から保育料無償！2
都民ファーストの会東京都議団の提案に
より、所得制限なしで第2子以降の保育費
用を無償化します。

卵子凍結を選択肢に！3
これまで実施してきた不妊治療の費用助
成に加えて、卵子凍結を将来の選択肢と
できるよう新たな助成を開始します。

クーポン

20万円分の
商品・サービス券を
提供！ 半額

令和5年度から
不妊治療の費用助成第2子の保育料

卵子凍結を
対象に!無償

所得制限
なし

国
の
支
援
と
合
計
で

配偶者の所得控除から外れる103万円の壁、社会保険料の自己負担が発生する130万円の壁により、
パート等の働き方を選択し、仮に時給が上がったとしても就業時間を減らすなど就業調整をしながら働
く要因となっている。年収の壁をはじめとした様々な課題について、幅広い視点での検討を速やかに開
始するとともに、働く女性の多い東京都が率先して取り組みを行うべきと考えるが、知事の見解を伺う。

都では、働き方や生き方に関わる国の税制や社会保障制度、企業の現場の実情などをテーマとする有
識者会議を新たに設け、来月に第一回目を開催する。議論を踏まえ、国への制度改善の提案や女性管
理職を増やす気運醸成に体制を強化し取り組む。また、働く女性が年収の壁を越え、所得の確保を実
現できる正確な知識の提供を速やかに行う。
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